
新農林水産省木材利用推進計画（平成２２年１２月策定）の概要

１ 趣旨

木材自給率５０％という目標達成や地球温暖化対策への貢献のため、農

林水産省を挙げて木材利用の推進に取り組むとともに、政府全体の取組に

広げ、さらには、地方公共団体や民間企業、消費者までに浸透させる。

２ 公共土木工事

① 柵工（安全柵、手すり等）とともに、残存型枠（残置式のコンクリー

ト型枠）、標識工（場所等の案内板）、視線誘導標等について、「木製割

合１００％」を目標とする。

② 木製割合を１００％にできない土留工、筋工、伏工、防風柵等につい

ては、林野庁事業とともに、農村振興局、生産局及び水産庁の事業につ

いて「基準年に対する木材利用量の増加（１．５倍）」を目標とする。

③ 設計図書に木造・木質化で建設することを明記する。

３ 補助事業対象施設、庁舎の営繕等

① 年度ごとに整備された補助事業対象施設、庁舎について、木造化とと

もに内装の木質化に取り組むこととし、数値目標（内装の木質化率１０

０％）を設定する。

② 補助事業に係る要綱・要領、営繕等に係る仕様書に木造・木質化で建

設することを明記する。

４ 木製品の導入

① カートカン、事務机とともにコピー用紙について、数値目標（間伐材

等を使用したもの１００％）を設定する。

② 書棚、名刺用紙、フラットファイル、チューブファイルについても、

数値目標（間伐材等を使用したもの１００％）を設定する。

５ 公表

計画の実施状況について公表する際、併せて目標を達成できなかった施

設等について、その理由も公表。

６ 民間企業等への普及推進

木材利用推進について、関係省庁や地方公共団体、民間企業等へ積極的

な働きかけを行う。
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農 林 水 産 省 自 ら が よ り 一 層 の 木 材 利 用 の 拡 大 に 取 り 組 む
「新農林水産省木材利用推進計画」の策定

取 組 の 対 象 及 び 木 材 利 用 拡 大 の 目 標

木造公共施設

◎木造化とともに内装の木質化に取り組む

木造率・内装の木質化率 １００％

◎仕様書に木造・木質化で建設することを明記

◎柵工（安全柵等）、残存型枠（残置式のコンクリート型枠）、

標識工（場所等の案内版）、視線誘導標等

木製率 １００％

◎ 土 留 工 、 筋 工 、 伏 工 、 防 風 柵 等

基 準 年 に 対 す る 木 材 利 用 量 の 増 加 （ １ .５ 倍 ）

◎ 設 計 図 書 に 木 造 ・ 木 質 化 で 建 設 す る こ と を 明 記

◎木造化とともに内装等の木質化に取り組む
木 造 率 ・ 内 装 の 木 質 化 率 １ ０ ０ ％

◎要綱・要領に木造木質化で建設することを明記

モ デ ル 的 な 取 組

◎新たな分野において、木材の利用をモデル的に実施

・間伐材を利用した残置式木製型枠の利用

・間伐材等をチップ化して植生基材吹き付け工の

基盤材として利用

・木製ガードレールとして利用

・間伐材を魚礁に利用

「公共建築物等木材利用促進法」
に基づき、国は率先して公共建築
物における木材利用の促進に努め、
地方公共団体等に国の方針に即し
た主体的な取組を促すなど、幅広
い木材需要の拡大を目指す必要

・森林・林業再生プランの「10
年後の木材自給率50％以上」
という目標を達成

・温室効果ガスを2020年までに
1990年比25％削減という地球
温暖化の中期目標を達成

「 先 づ 隗 よ り 始 め よ 」 庁 舎 の 営 繕

公共土木工事

補助事業対象施設

原則 木造・木質化・木製品

行 動 計 画 の ポ イ ン ト

◎カートカン、事務机、コピー用紙、書 棚 、 名 刺 用 紙 、

フ ラ ッ ト フ ァ イ ル 、 チ ュ ー ブ フ ァ イ ル

間 伐 材 等 を 使 用 し た も の １ ０ ０ ％

木製品の導入

趣 旨

１．法律に基づく農林水産省の計画

２．農林水産省・関係機関を挙げて取り組む

３．具体的な目標を設定

４．計画の実施状況を毎年公表（未達成の場合は理由も公表）

５ ．取組みの普及促進 （ 企 業 ・ 消 費 者 等 ）

柵 工

間伐材印刷用紙を用いた白書

庁舎（農林水産省本省）



新農林水産省木材利用推進計画と

旧農林水産省木材利用推進計画との違い

１ 趣旨

・公共建築物木材利用促進法の狙いや国の役割などを追記

今後、国は率先して公共建築物における木材の利用に努め、地方公

共団体や民間企業等に国の方針に即した主体的な取組を促すなど、幅

広く、木材需要の拡大を目指して主体的な役割を果たすことが求めら

れている

・計画の目標の１つに「１０年後の木材自給率５０％以上」を追記

・本計画を公共建築物木材利用促進法に基づく「公共建築物における木材

の利用の促進のための計画」として位置付け

２ （２）取組方針

・基本方針を踏まえ、取組方針として以下を追加

① 低層の公共建築物は原則としてすべて木造化を図る

② 低層・高層にかかわらず内装等の木質化を促進する

③ 木造と非木造との混構造の採用も積極的に検討する

④ 木材を原材料とした備品及び消耗品の利用を推進する

⑤ 木質バイオマスを燃料とする暖房器具等の導入に努める

・庁舎の営繕、補助対象事業の木造化・木質化に当たって、コスト等を考

慮しつつ、木材利用による効果、付加価値等を総合的に判断

・庁舎の営繕、補助対象施設については、木質バイオマスを燃料とする暖

房器具やボイラーの導入に努める

５ 実施に当たって留意すべき事項

・公共土木工事の推進に当たっては、木材利用の促進を含めた総合的なコ

スト改善に資するよう取り組む

７ 関係省庁、民間等への普及推進

木材の利用促進に関する消費者の理解の醸成を図るため、公共建築物に

おける木材の利用の促進の意義等について、消費者に分かりやすく示すよ

う努める




